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持続可能な開発目標（SDGs）とは 
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「持続可能な開発目標（SDGs）」は、2030年までに国際社会が協働して取り組むべき課

題とその目標を示した行動指針で、2015年9月、「国連持続可能な開発サミット」におい

て採択されました。「誰一人取り残さない」を理念とし、17のゴールが設定されています。 

出所：国際連合広報局 



SDGsを経営戦略に取り込む動き 

3 1 環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している企業を重視・選別して行う投資 
2 Global Sustainable Investment Alliance(GSIA) http://www.gsi-alliance.org/wp-content/uploads/2017/03/GSIR_Review2016.F.pdf 

ESG投資
1
が世界的に注目を集める今日、継続的な企業価値向上に向けて、民間企業が

SDGsを経営戦略に取り込み、事業機会として生かす動きが日本でも広がりつつあります。 

SDGsは、課題解決を担う主体として民間企業を位置付けている点に特徴があり、民間企業

による社会課題解決への取り組みに、大きな期待が寄せられています。 

ESG投資の拡大 

出所：GSIA
2
 (1USD=110円)

 

日本企業を取り巻く 
ESG投資・SDGsに関わる動き 

経団連 

「行動憲章」 
においてSDGs言及 

GPIF 
全資産でESGの要素
を考慮した投資を推進 

日本証券業協会 

「SDGs宣言」 
を表明 

全国銀行協会 

「行動憲章」 
においてSDGs言及 



4 1 SDGs日本企業調査レポート2017年度版（グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）及び地球環境戦略研究機関（IGES）作成） 

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン等が会員企業を対象に実施した調査
1
では 

• SDGsに対する経営陣の認識が定着している企業は36％であり、 

• 約74％の企業がSDGsを「企業の存在価値向上」の機会として認識しています。 

企業におけるSDGsの認識 

組織におけるSDGsの認知度 SDGsの認識 

出所：GCNJ及びIGES（2018） 

http://www.ungcjn.org/sdgs/pdf/elements_file_4001.pdf
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SDGsの実現に向けたJICAの取り組み 

JICAのSDGs方針の3本柱  

 ①  SDGsは人間の安全保障の理念を加速するものである 

  

 ② JICAの知見・強みを生かす分野で中心的役割を果たす 

  

 ③ 国内外の知見活用、イノベーションでインパクトを狙う 
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出所：JICA年報2016 

日本は『人間の安全保障』の実現をてことして、SDGs達成への取り組みでも国際社会を

リードしていく立場にあります。JICAはこれまでに培ってきた経験やノウハウ、ネット

ワークをフルに生かし、そのフロンティアを拓いていく役割を担っています。 



日経社会イノベーションフォーラム（昨年11月）にて 

「信頼で世界をつなぐJICAは、民間セクター

をパートナーとし、途上国開発に取り組む」 

SDGs達成には国内外パートナーとの連携が必須であり、

JICAはSDGsをプラットフォームとし、途上国開発の 

カタリスト及びアクター 

として取り組む 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

理事長 北岡伸一 
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従来のODAだけでは途上国の経済・社会課題の解決への貢献に限界があるとの認識から、

JICAは2008年10月に民間連携室（現・民間連携事業部）を設置し、民間企業等のビジネ

スを通じた現地の課題解決を推し進めてきました。 
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日本企業 JICA 

官民連携 

技術 アイデア 

ノウハウ 資金 開発途上国に 
関する情報 

専門人材 

公的機関との 
つながり 

支援 

ネットワーク 
信頼関係 

ビジネスを通じた途上国の課題解決 

JICAの民間連携の取組み 



調査研究 
 (情報収集/市場調査) 

ビジネスモデル 
開発 

事業計画 
策定 

事業実施 事業拡張 

BOPビジネス連携促進 
   

資金（1件5,000万円まで） 
情報、ネットワーク 

JICAの民間連携の取組み 

途上国の課題解決型ビジネス 
（SDGsビジネス）調査  

2010年～ 2017年～ 

対象事業を「BOPビジネス1 」に限定せず、広く
途上国のSDGs達成に貢献するビジネスに拡大。
（BOPビジネスは引き続き重視） 
※年1~2回公示、10件程度の採択予定 

（協力準備調査） 
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1 BOPビジネスとは、年間所得3,000ドル以下のBOP(Base of the Pyramid)層が抱える開発課題の解決に貢献するビジネス 

通算10回の公示において、624件の
提案を受付け、114件の調査を実施。 
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途上国の課題解決型ビジネス(SDGsビジネス)調査 

対象 途上国のSDGs達成に貢献するビジネス（SDGsビジネス） 

形式 業務委託 

対象者 日本国登記法人 

経費 1件 5,000万円 

負担経費 
・旅費 ・人件費（外部人材のみ） ・輸送費 
・現地活動費 ・管理費 

期間 最大3年間 

公示 年1～2回 

採択件数 10件程度/回 

制度の概要 



企業からの提案に基づき、途上国のSDGs達成に貢献するビジネス（SDGsビジネス）の 

実現に向けたビジネスモデルの開発や検証、事業計画の策定、JICA事業との連携可能性の

検討を委託するものです。 

企業等 

 

 

 

 

 

 

 

JICA 

 

 

 

 

 

 

 

企画の提案 

成果品の提出 

業務の委託 

成果品への支払 

• ビジネスモデルの開発 

• 事業計画の策定 

• JICA事業との連携可能性 等 

調査の実施 

10 

制度の概要 
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ネットワーク支援 

情報提供 

1. 

2. 

資金支援 3. 

• ＪＩＣＡ事業であることから現地での信頼が得られ、 
   関係機関やコミュニティとの連携が円滑に進められた。 

• ＪＩＣＡがパイプを持つ現地関係機関の紹介を得られた。 

• 現地事務所から事業パートナーの紹介を受けられた。 

• 現地の治安や生活に関する情報から事業のアドバイスま
で様々な情報が得られた。 

• 出張費などの経費が抑えられる。 
 

JICA制度を活用するメリットについて、実施企業様の声をご紹介します。 

※2015年11月実施のアンケートより抜粋 

制度の概要 



応募件数 24件 

国別分布 SDGsゴール別分布（複数選択可） 
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公示日  2017年2月17日 （3月31日締切） 

第1回公示の応募実績 

ミャン

マー 
4 

バングラ

デシュ 
4 

ベトナム 
3 

インド 
3 

インドネ

シア 
2 

ブータン 
2 

その他 
6 

その他（各1件）： 
フィリピン、ネパール、スリランカ、ヨルダン・パレス
チナ自治区、チュニジア、ケニア 

② 飢餓・

栄養 
8 

⑨ インフ

ラ・産業 
6 

③ 健康 
5 

⑧ 経済

成長・雇

用 
5 

⑩ 格差

是正 
2 

⑪ 都市 
2 

⑫ 消費と

生産 
2 

その他 
5 

その他（各1件）： 
④教育、⑥水・衛生、⑦エネルギー、⑭海洋、 
⑮森林・生物多様性 



第1回 採択案件 

対象国名 
代表提案法人名 

（共同提案法人名） 
案件名 案件概要 SDGsゴール 

ミャンマー 
株式会社 
ボーダレス・ジャパ
ン 

貧困農家の所得向上及び健康
改善のための無農薬ハーブ及
び雑穀等生産・販売ビジネス
（SDGsビジネス）調査 

僻地農村部（シャン州及びカレン州）において、小
規模農家を対象に、無農薬栽培による高付加価値作
物（ハーブ・雑穀）の生産・販売及び適正価格によ
る生活必需品の巡回販売を行うことで、農家の健康
改善と収入向上を目指すもの。 

ベトナム 
有限会社 
臼井農畜産 

焼畑農業による森林減少抑制
のための女竹生産・流通シス
テム構築ビジネス（SDGsビ
ジネス）調査 

ディエンビエン省において、焼畑農業によるキャッ
サバ栽培の代替として、女竹（メダケ）の適切な育
苗・植栽加工技術の移転を図ることで、森林減少の
抑制と地域住民の収入向上の両立を目指すもの。 

ブータン 
株式会社 
ユーグレナ 

小規模農家の収入向上及び栄
養改善のためのキヌア生産・
販売ビジネス（SDGsビジネ
ス）調査 

パロ県及びハ県の小規模農家に対し、キヌアの栽
培・収穫後処理の技術指導及びキヌアの栄養価に関
する食育を実施するとともに、キヌアを輸出するた
めのバリューチェーンの確立を通じ、生産者の収入
向上と消費者の栄養状態の改善を目指すもの。 

バングラデ
シュ 

コニカミノルタ 
株式会社 
（株式会社miup） 

保健サービスへのアクセス改
善のための健康診断ビジネス
（SDGsビジネス）調査 

ダッカ近郊において、モバイル医療機器等とICTを
活用した遠隔診断に、機械学習技術・AIを組み合わ
せ、貧困層でも利用可能な安価な健診サービスを展
開することで、非感染性疾患による死亡率の減少を
目指すもの。 

ヨルダン・
パレスチナ
自治区 

株式会社 
モンスター・ラボ 

難民等の雇用・人材育成を通
じた経済的自立のためのソフ
トウェア開発ビジネス
（SDGsビジネス）調査 

ヨルダンのシリア難民及びパレスチナ自治区ガザ地
区の若年層を対象に、ソフトウェア開発人材の雇
用・育成を通じて、日本及び中東地域向けのIT製品
開発業務を行い、経済的自立を目指すもの。 



ヨルダン・ハシミテ王国及びパレスチナ自治区ガザ地区 

株式会社モンスター・ラボ 

SDGsに係る現地の課題 企業が有する強み 

SDGsビジネスの内容 

ヨルダンのシリア難民及びパレスチナ自治区ガザ地区の若年層を対象
に、ソフトウェア開発人材の雇用・育成を通じて、日本及び中東地域向
けのIT製品開発業務を行い、経済的自立を目指す 

関連写真 

難民等の雇用・人材育成を通じた経済的自立のための
ソフトウェア開発ビジネス（SDGsビジネス）調査 

• バングラデシュ等の海外拠点設立、雇用
維持・拡大実績 

• 移動制限下でもビジネスが可能なソフト
ウェア開発における実績 

• ソフトウェア開発受注のための十分な営
業力 

+ 
• 難民問題の長期化、大規模化によ
る難民の雇用機会の不足 

• 移動制限による経済発展の阻害・
高い失業率 

• 世界の最適な場所に最適なリソースを提供・活用する＝グローバルソーシングを
礎としたWebサービス・アプリ開発等のサービス開発事業 

• 音楽サービス事業「モンスター・チャンネル」 
• 世界7カ国14拠点でのモバイルゲーム事業 

国・地域： 

企業： 

事業概要： 



応募件数 17件 

国別分布 SDGsゴール別分布（複数選択可） 
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公示日  2017年9月15日 （10月16日締切） 

第2回公示の応募実績 

その他（各1件）：インドネシア、ケニア、メキシコ、 
モロッコ、ギニア、ブルキナファソ 

③ 健康 
4 

⑥ 水・衛生 
4 

② 飢餓・栄

養 
3 

⑨ インフラ・

産業 
3 

④ 教育 
2 

⑦ エネル

ギー 
2 

⑧ 経済成

長・雇用 
2 

⑮ 森林・生

物多様性 
2 

⑪ 都市 
2 

⑫ 消費と生

産 
2 

⑤ ジェン

ダー平等 
1 

ベトナム 

3 

ミャンマー 2 

バングラデ

シュ 

2 
インド 

2 

ネパール 

2 

その他 
6 



第2回 採択案件 

対象国名 
代表提案法人名 

（共同提案法人名） 
案件名 案件概要 SDGsゴール 

バングラデ
シュ 

丸久株式会社 

小規模農家の収入向上及びポス
トハーベストロス抑制のための
サツマイモ生産・加工品販売ビ
ジネス（SDGsビジネス）調査 

ダッカ市内及び近郊において、小規模農家を取り込む
サツマイモ加工品のバリューチェーンを構築すること
で、農家の収入向上、ポストハーベストロスの減少を
目指すもの。 

インド 
株式会社 
朝日新聞社 
（株式会社博報堂） 

衛生・環境意識向上のための総
合学習教材販売ビジネス
（SDGsビジネス）調査 

デリー周辺において、衛生・環境問題を題材とする総
合学習教材を小学校の課外学習に導入し、ワーク
ショップやイベントを開催することで、児童の衛生・
環境意識を向上させ、野外排泄やゴミ問題の低減を目
指すもの。 

メキシコ 
株式会社 
サカタのタネ 

公平な利益配分と連動した花卉
遺伝資源ビジネス（SDGsビジ
ネス）調査 

多様な花卉の遺伝資源を有するメキシコにおいて、高
付加価値の花卉の新品種を開発し、創出利益を地域社
会に還元する契約モデルを構築することで、生物多様
性の保全及び利益の公平配分を目指すもの。 

モロッコ 
株式会社 
ジェイ・シー・
ビー・ジャポン 

女性の雇用創出のためのアルガ
ンオイル生産・販売ビジネス
（SDGsビジネス）調査 

南部農村部において、アルガンオイルの原料収集・加
工過程で女性の雇用機会を創出するとともに、アルガ
ンの経済的利用を通じた伐採抑止を通じて、アルガン
の木の保全を目指すもの。 



国・地域： 

企業： 

SDGs Business Profile  

バングラデシュ国 

丸久株式会社 

SDGsに係る現地の課題 企業が有する強み 

SDGsビジネスの内容 

関連写真 

• 地元徳島の有機栽培農家との協働による
サツマイモ栽培・加工技術 

• 2009年の進出以来培った現地ビジネス
界のネットワーク 

• 小売業界に対する高いマーケティング力 
+ 

• 農業技術（土壌管理、栽培等）の不足
による低い生産性 

• 栽培時の不適切な農薬の使用 

• 生産・流通の過程で生じる食品ロス 

• 中間業者による買いたたき 

• それらによる小規模農家の低い所得 

事業概要： • 衣料品の企画、製造及び販売事業（日本、タイ、バングラデシュ） 
• 生地素材及びデザイン開発事業（日本） 
• 農業生産、販売事業（バングラデシュ、日本） 

ダッカ市内及び近郊において、小規模農家を取り込むサツマイモ加工品
のバリューチェーンを構築することで、農家の収入向上、ポストハーベス
トロスの減少を目指すもの。 

小規模農家の収入向上及びポストハーベストロス抑制のための
サツマイモ生産・加工品販売ビジネス（SDGsビジネス）調査 



 評価の視点 

18 

途上国のSDGs達成への貢献 

ビジネスの事業化可能性、持続性 

調査実施体制 

１ 

２ 

３ 



SDGsの達成に向け、規模・持続性の観点から十分な貢献が期待できるか。 

• SDGs達成に向けてインパクトのある貢献が期待できるか。 

• SDGs達成への貢献度を定量的に測ることが可能か。 

SDGsを理解した上で、対象とする開発課題が的確に分析・設定されているか。 

• SDGsのゴール／ターゲットに則して具体的な事業目標が設定されているか。 

• 現地における課題の状況やニーズを踏まえているか。 

SDGs達成に向けた適切なソリューションとなっているか。 

• 製品やサービスありきではないか、具体的な受益者は想定されているか。 

• SDGs達成への貢献のプロセスがロジカルに示されているか。 

 評価の視点 
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途上国のSDGs達成への貢献 １ 



 評価の視点 
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提案内容 課題 

健康食品の販売による栄養
改善 

現地における栄養不良の原因が分析されてい
ないため、提案商品の販売によるSDGs達成へ
の貢献が不明である。 

感染症対策製品の販売によ
る感染症の罹患率低下 

現地における感染症への有効性が不明である。 

金融機関の業務効率化に係
る技術導入による金融アク
セスの改善 

金融機関利用者への裨益の道筋が示されてい
ない。 

SDGs達成への貢献が不明瞭な例 

途上国のSDGs達成への貢献 １ 
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評価の視点 

これまでのBOPビジネス支援の経験から、ビジネスモデルや分野にかか

わらず、調査前に確認すべき「成功のポイント」として以下の4つが挙げ

られます。 

詳細（JICAホームページ）：https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/BOP/knowledge/index.html 

 評価の視点 

ビジネスの事業化可能性、持続性 ２ 

企業の中長期戦略の中に位置づけられていること 

実施体制が具体的かつ適切に想定されていること 

現地ニーズに沿った事業であること 

基礎的な事業環境を確認していること 
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評価の視点  評価の視点 

ビジネスの事業化可能性、持続性 ２ 

提案内容 課題 

農作物由来商品の開発・販
売による農民の収入向上 

原料となる農産品・品種、対象となる農家が
未特定である。商品化後のバリューチェーン
が不明瞭で、コスト分析も不十分である。 

高機能食品の学校給食への
導入による栄養改善 

教育省等政府関係機関の給食への導入意思や、
その予算が未確認である。 

e-learning教材の販売によ
る学力向上 

当該地域におけるインフラ（インターネット
接続）環境が確認されていない。 

事業化可能性、持続性が不明瞭な例 
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 評価の視点 

調査実施体制 ３ 

調査体制・調査計画は適切か。 

調査における検証事項、調査内容・工程、調査団員の数・経験・専門性 等 

評価対象者の経験は十分か。 

海外（特に途上国及び当該国での）類似業務、JICA等開発援助関連業務 等 

提案企業の安定性・実施能力に問題はないか。 

財務状況の健全性等 
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 評価の視点 

調査実施体制 ３ 

提案内容 課題 

農民への作物栽培・加工技
術指導と販路開拓による収
入向上 

提案法人に農業事業の経験がない。 

金融商品の開発と農民向け
販売による農業生産性向上 

提案法人の本業との関連性が低く、金融分野
で参画する外部人材は、調査後の継続的なコ
ミットメントに懸念がある。 

調査実施体制に懸念がある例 



スケジュール 
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4月26 日（木）午後5時 質問書の受付締切   

4月6日（金） 公示  

 7月下旬  選定結果通知（※）  

 8月～  キックオフミーティング、契約交渉  

   契約締結、業務開始  

2018年 

5月11日（金）正午 企画書の締切（必着）   

 JICA関係部署による評価 

 外部有識者委員会の開催 
 ヒアリング実施（必要に応じて）  

 公示後のスケジュール 

※審査状況により、多少前後することがございます。 

4月12日（木） 説明会  



お問い合わせ 
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 ご質問は、公示資料「様式7 質問書」にご記入の上、メールにてお送りください。 
  ※メールのみでの受付となります。 

  【宛先】 
  独立行政法人国際協力機構 
  民間連携事業部連携推進課「SDGsビジネス調査」係 
  メールアドレス：minkanshien_os@jica.go.jp 
  ※件名には、【SDGsビジネス調査 質問】と記載ください。 
 
 質問の受付期間は、公示実施から4月26日（木）午後5時までとなります。 
 
 質問に対する回答書は、JICAのウェブサイトにて公開します。 
 （個別に内容に関する確認は受け付けません。 
  掲載までに数日がかかりますので、ご了承ください。） 

 
 よくあるご質問と回答を「Q&A（よくあるご質問と回答）」として 
  まとめておりますので、ご確認ください。 
  https://www.jica.go.jp/announce/notice/bop/index.html 

    また、前回公示に関するご質問への回答もご確認ください。 
   

 公示に関するお問い合わせ方法 

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/BOP/outline/ku57pq00001pxin0-
att/2017_q&a_01.pdf 
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JICAトップページ ＞ 企業の方（民間連携）  

JICAの民間連携事業メニュー 
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公示情報 

民間連携事業部の
Facebook公式アカウント
でも情報提供しています 

 参考情報 

公示情報はこちらをご確認ください。 

JICA SDGsビジネス 公示情報 

２ 

３ 

１ 
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 SDGsゴール及びターゲット（グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン）

http://ungcjn.org/sdgs/index.html 

 BOPビジネス支援の経験から得られた知見・教訓（ビジネスモデル別・分野別の課題・対応策等） 

  https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/BOP/knowledge/index.html 

 開発目標ファクトシート（国際連合広報センター）

http://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/15775/ 

 SDG Compass  SDGsの企業行動指針－SDGsを企業はどう活用するか－ （国連グローバルコンパクト他）  

https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf 

SDGs関連 

BOPビジネス支援関連 （JICAホームページ） 

 これまでの採択案件  

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/BOP/case/index.html 

 終了案件の最終報告書   

  https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/ 

 SDGs とJICAの取組み （JICA）  

      https://www.jica.go.jp/aboutoda/sdgs/index.html 

 参考情報 



◆お知らせ ・・・ 公示情報など、最新情報を掲載 
 
 
 
 
 

 
 
 

◆案件検索 ・・・ 国別、分野別他で検索可能 
   

 
 
 

 
◆JICA在外事務所による日本の技術活用が期待される開発課題の発信 
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 参考情報 



 参考情報 
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民間企業が活用可能なJICA事業メニュー一覧 https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq00000ln4a3-att/priv_partner_JICA_business.pdf 
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独立行政法人国際協力機構 民間連携事業部 連携推進課 

〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル 

  TEL： 03-5226-6960  FAX：03-5226-6326 

 ostpp-contact@jica.go.jp 

  

                  

お問い合わせ先 

（本資料の、無断での使用・転載はお控えください）  
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